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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第72期
第１四半期
連結累計期間

第73期
第１四半期
連結累計期間

第72期

会計期間
自  平成23年11月１日
至  平成24年１月31日

自  平成24年11月１日
至  平成25年１月31日

自  平成23年11月１日
至  平成24年10月31日

売上高 (千円) 4,452,066 4,945,207 18,370,802

経常利益 (千円) 154,076 272,089 674,653

四半期(当期)純利益 (千円) 84,501 127,926 359,024

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 312,024 855,459 851,535

純資産額 (千円) 7,491,924 8,744,068 7,959,874

総資産額 (千円) 16,161,920 18,493,817 17,273,278

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 3.03 4.59 12.88

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 46.1 46.9 45.8

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第72期第１四半期連結累計期間、第73期第１四半期連結累計期間および第72期における潜在株式調整後１株

当たり四半期（当期）純利益金額につきましては、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）において営まれてい

る事業の内容に重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または前事業年度の有価証券報告書

に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　
(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間（平成24年11月１日～平成25年１月31日）におけるわが国の経済は、東

日本大震災からの復興による需要を背景に、個人消費や設備投資の堅調な推移などから回復傾向がみ

られました。また、政府の経済対策による円高是正、株式市場の回復および財政支出刺激による景気向

上の期待が高まりました。

  このような状況の下で当社グループは、主力商品の拡大、新商品の取り扱い、顧客ニーズの対応と

いった従来からの施策を推し進め、売上拡大・利益確保に努めました。

これらの結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は4,945百万円（前年同四半期比11.1％増）、営

業利益は177百万円（前年同四半期比27.6％増）、経常利益は272百万円（前年同四半期比76.6％増）、

当四半期純利益は127百万円（前年同四半期比51.4％増）となりました。

　
(2) 財政状態の分析

①資産

当第１四半期連結会計期間末における流動資産の残高は、前連結会計年度末に比べて159百万円増加

し10,874百万円となりました。この主な要因は、受取手形及び売掛金が369百万円増加および商品が176

百万円増加に対し、現金及び預金が417百万円減少したことによるものであります。

当第１四半期連結会計期間末における固定資産の残高は、前連結会計年度末に比べて1,061百万円増

加し7,618百万円となりました。この主な要因は、投資有価証券が1,054百万円増加したことによるもの

であります。

　
②負債

当第１四半期連結会計期間末における流動負債の残高は、前連結会計年度末に比べて72百万円増加

し8,444百万円となりました。この主な要因は、支払手形及び買掛金が328百万円増加に対し、未払法人

税等が233百万円減少したことによるものであります。

当第１四半期連結会計期間末における固定負債の残高は、前連結会計年度末に比べて364百万円増加

し1,305百万円となりました。この主な要因は、繰延税金負債が375百万円増加したことによるものであ

ります。

　
③純資産

当第１四半期連結会計期間末における純資産の残高は、前連結会計年度末に比べて784百万円増加し

8,744百万円となりました。この主な要因は、利益剰余金が56百万円増加およびその他有価証券評価差

額金が687百万円増加したことによるものであります。
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(3) 事業上および財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要

な変更および新たに生じた課題はありません。

　

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 45,000,000

計 45,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成25年１月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年３月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 28,007,44828,007,448
大阪証券取引所　　市

場第一部
単元株式数は100株であります。

計 28,007,44828,007,448― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

自　平成24年11月１日
至　平成25年１月31日

― 28,007,448 ― 2,712,335 ― 1,209,520
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　平成25年１月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

130,900
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

27,863,800
278,638 ―

単元未満株式
普通株式

12,748
― ―

発行済株式総数 28,007,448― ―

総株主の議決権 ― 278,638 ―

(注)１． 当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日(平成24年10月31日)に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

　　２． 単元未満株式数には当社所有の自己株式79株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

　平成25年１月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
小林産業株式会社

大阪市西区南堀江
二丁目７番４号

130,900 ― 130,900 0.5

計 ― 130,900 ― 130,900 0.5

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成24年11月１日

から平成25年１月31日まで)および第１四半期連結累計期間(平成24年11月１日から平成25年１月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、太陽ＡＳＧ有限責任監査法人による四半期レビューを受けており

ます。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年10月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年１月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,710,189 1,293,023

受取手形及び売掛金 6,759,037 7,128,788

商品 2,134,955 2,311,424

その他 124,896 155,830

貸倒引当金 △13,618 △14,084

流動資産合計 10,715,460 10,874,982

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 813,057 801,775

機械装置及び運搬具（純額） 62,242 65,815

土地 2,241,810 2,241,810

その他（純額） 73,740 74,397

有形固定資産合計 3,190,850 3,183,798

無形固定資産 63,169 78,505

投資その他の資産

投資有価証券 3,189,383 4,243,444

破産更生債権等 9,660 9,595

その他 114,414 113,086

貸倒引当金 △9,660 △9,595

投資その他の資産合計 3,303,798 4,356,530

固定資産合計 6,557,818 7,618,834

資産合計 17,273,278 18,493,817

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,605,902 3,934,811

短期借入金 3,976,599 4,084,000

賞与引当金 139,304 70,890

その他 650,118 354,334

流動負債合計 8,371,925 8,444,036

固定負債

繰延税金負債 679,846 1,055,587

退職給付引当金 221,654 223,477

長期未払金 38,797 25,467

長期預り保証金 1,180 1,180

固定負債合計 941,478 1,305,712

負債合計 9,313,403 9,749,749
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年10月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年１月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,712,335 2,712,335

資本剰余金 1,728,146 1,728,146

利益剰余金 2,224,313 2,280,973

自己株式 △24,512 △24,512

株主資本合計 6,640,283 6,696,943

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,286,959 1,974,905

繰延ヘッジ損益 2,885 23,239

為替換算調整勘定 △21,044 △15,407

その他の包括利益累計額合計 1,268,799 1,982,738

少数株主持分 50,792 64,386

純資産合計 7,959,874 8,744,068

負債純資産合計 17,273,278 18,493,817
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年11月１日
　至 平成24年１月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年11月１日
　至 平成25年１月31日)

売上高 4,452,066 4,945,207

売上原価 3,439,839 3,816,335

売上総利益 1,012,227 1,128,871

販売費及び一般管理費 872,790 950,979

営業利益 139,436 177,891

営業外収益

受取利息 485 20

受取配当金 4,019 4,236

受取賃貸料 9,892 9,021

デリバティブ評価益 13,980 69,756

仕入割引 14,778 17,752

その他 4,625 5,682

営業外収益合計 47,782 106,469

営業外費用

支払利息 5,675 5,773

為替差損 25,140 2,261

売上割引 2,156 3,532

その他 169 704

営業外費用合計 33,142 12,272

経常利益 154,076 272,089

特別利益

投資有価証券売却益 42,660 －

特別利益合計 42,660 －

特別損失

投資有価証券評価損 18,450 －

固定資産除却損 17 －

災害による損失 1,260 －

特別損失合計 19,727 －

税金等調整前四半期純利益 177,010 272,089

法人税、住民税及び事業税 58,184 72,939

法人税等調整額 33,137 70,946

法人税等合計 91,322 143,886

少数株主損益調整前四半期純利益 85,687 128,203

少数株主利益 1,186 276

四半期純利益 84,501 127,926
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年11月１日
　至 平成24年１月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年11月１日
　至 平成25年１月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 85,687 128,203

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 226,647 697,506

繰延ヘッジ損益 △867 20,354

為替換算調整勘定 556 9,395

その他の包括利益合計 226,336 727,256

四半期包括利益 312,024 855,459

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 307,961 841,865

少数株主に係る四半期包括利益 4,063 13,594
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【会計方針の変更等】

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社および国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年11月

１日以後に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しておりま

す。これによる損益に与える影響は軽微であります。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

受取手形裏書譲渡高および割引高

　
前連結会計年度
(平成24年10月31日)

当第１四半期連結会計期間
（平成25年１月31日）

受取手形裏書譲渡高 6,811千円 ―

受取手形割引高 64,594千円 361千円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであり

ます。

　

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成23年11月１日
　　至　平成24年１月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成24年11月１日
　　至　平成25年１月31日）

減価償却費 　20,394千円 　24,392千円
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自  平成23年11月１日  至  平成24年１月31日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年１月27日
定時株主総会

普通株式 69,691 2.50平成23年10月31日 平成24年１月30日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

　

　

当第１四半期連結累計期間(自  平成24年11月１日  至  平成25年１月31日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年１月30日
定時株主総会

普通株式 69,691 2.50平成24年10月31日 平成25年１月31日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成23年11月１日  至  平成24年１月31日)

当社グループは、鉄鋼材の卸売およびこれに附帯する事業を営む単一事業につき、セグメント情報は

記載しておりません。

　

Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成24年11月１日  至  平成25年１月31日)

当社グループは、鉄鋼材の卸売およびこれに附帯する事業を営む単一事業につき、セグメント情報は

記載しておりません。

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年11月１日
至  平成24年１月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年11月１日
至  平成25年１月31日)

１株当たり四半期純利益金額 3円03銭 4円59銭

    (算定上の基礎) 　 　

    四半期純利益(千円) 84,501 127,926

    普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

    普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 84,501 127,926

    普通株式の期中平均株式数(千株) 27,876 27,876

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　
(重要な後発事象)

　該当事項はありません。

　

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成25年３月８日

小林産業株式会社

取締役会  御中

　

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    宮    内        威    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    柳        承    煥    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている小林
産業株式会社の平成24年11月１日から平成25年10月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平
成24年11月１日から平成25年１月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年11月１日から平成25年１
月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連
結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、小林産業株式会社及び連結子会社の平成25年
１月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示してい
ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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